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1.最近 の 動 き/CurrentTopics
◎講演余響ノLec加resatNISTEP
8/7(月)「国際間の科学研究活動の推移 ・動向に関する研究」について
大久保嘉子(前 仏国国立科学研究所協力研究員)
◎ 三il三婆 来 訪 者/F◎reignVisit◎rst◎NISTEP
8/17(木)夏)r.J◎nSigurds◎n ス ウェ～デ ンル ン ト大学 教授
◎平成2年度概算要求の概要
平成2年 度概算要求総額430百 万円(元 年度予算額398百 万円)
本研究所は発足後1年 を経過 し、各 グループの調査研究活動 も2年皮 目に入 って
本格化 している中、海外関連機関 との研究者の相互交流や共同研究をはじめとした
外部 との積極的な研究交流 ・協力を推進 している。科学技術政策研究 においては、
主要国との比較分折、国際展開上の諸問題の多角的分折等、国際的枠組の下で調査
研究を進めていくことが必須である。 このため、平成2年 度において も、政府系研
究機関の役割及びあり方に着目した新たなテーマによる国際共同研究の推進をは じ
め として、海外 との研究交流を充実させてい く。
また、平成元年度を もって終了する2つ の特別研究課題に替えて、科学技術の先
端 的動向 とその及ぼす社会的影響の問題及び資源利用構造の観点か らとらえた地球
づ 一
環境の問題を平成2年 度よ り新たな特別研究課題 と して採 り上げ、本研究所におけ
る次の重点課題領域 として取 り組んでいくこととしている。
(単位:百 万円)
元年度 2年度
予算額 予算額
1.調査研 究費 77 95
特別研究 (39) (44)
①研究開発プロジェク トの技術波及効果に関する研究
②科学技術指標の開発に関する研究
③創造的な科学技術人材の資質開発展開プログラムの開発に
関する調査研究
④科学技術上の国際摩擦に関する調査研究
⑤科学技術の先端的動向及びその社会的影響に関する調査
研究 〔新規]
⑥資源利用構造の中長期的展望と地球環境等に関する調査
研究[新規ユ
国際協力推進 (13) (22)
①基礎研究に関する日米欧比較共同研究
②国立試験研究機関に関する比較共同研究[新規]
2.情報処理 システム整備費 35 43
プ ロ グラム開発 、デ ー タベ ー ス作成 費等
3.人件費 、一般 管理運 営等 286 292
対 前年 比108.0% 398 430
12略 ノー5/ResearchN・t]
「NISTEPREPORTNo.5共同研 究 にお ける参加 企業 に関 す る調 査研究 」概 要
1.は じめ に
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我が国の民間企業等 による共同研究 に対 して、近年欧米諸国等 において関心が高
まってきてお り、また今 日科学技術上の国際摩擦の顕在化 とともに、米国等か ら我
が国の民間企業等の研究開発 に対するアクセスの要求が強まって きている。
これ らを踏まえ、本調査研究 においては、民間企業等の共同研究 にっいて、参加
企業の動向を中心に基礎的な調査 ・分析を行 うとともに、このようなアクセスの問
題等 に関する1つ の解決の方向を探ろうとするものである。調査 に当っては、共同
研究プロジェク トの数及びデータ収集の困難性等を勘案 し、政府の諸制度の下で実
施 されている共同研究プロジェク トを対象と した。
2.参加企業の動向
民間企業等が推進主体である制度を中心に、各プロジェク トの参加企業について
調査 。分析を行 った。
(1)1プロジェク ト当りの参加企業 の構成
参加企業を業種別 に分類 し、1プurジェク ト当 りの参加企業の構成をまとめた(表
ユ参照)。
表1各 共同研二究制度における1プmジ ェク ト当 りの参加企業の構成(平 均)
共同研究制度 総 数 上 場 企 業 数 そ の 他 プ ロ ジェ
ク ト数業種数 ユ業種
当 り
非上場財団他
研究組合制度 13.7 9.5 3.4 2.8 4.2 3.7 ⑪.5 94
基盤技術制度 11.1 8.5 3.1 2.7 2.6 2.5 0.1 35
生研機構制度 6.9 3.5 2.5 ユ.4 3.4 1.6 エ.8 14
医薬品基金$渡 4.◎ 4.◎ 3.0 1.3 一 一 { 4
創造科学技術制度 13.2 6.1 3.4 エ.8 7.1 2.1 5.◎ 15
(注)参加企業の内訳が不明なプロジェク トは、分析対象か ら除外 した。
創造科学技術制度は、研究員の出身母体を分析 した。
(2)参加企業の同業種、異業種の組合せ
参加企業の同業種、異業種の組合せについて分析を行 った(表2参照)。研究組合
制度、及び近年創設 された基盤技術制度以下の各制度をみ ると、設立年度の推移 と
一3-一
ともに同業種よりむしろ異業種により共同研究が行なわれるようになってきている。
表2各 共同研究制度における同業種、異業種の組合せ
制 度 プ ロジ ェ
ク ト数
1プ ロ ジェ ク
ト当 り業 種 数
1業種当り
上場企業数
研究組合制度(全体) 88 3.6 3.2
設
立
年
度
別
昭和36～39年度 3 3.0 3.3
昭 和40～44年度 ◎
一 一
昭 和45～49年度 13 2.2 3.0
昭 和50～54年度 14 3.4 3.4
昭和55～59年度 35 3.9 3.3
昭和60年度～ 23 4.3 3.0
基盤技術制度(昭和60年度～) 34 3.2 2.7
生研機構制度(昭和61年度～) 13 2.7 1.3
医薬品基金制度(昭和62年度～) 4 3.0 1.3
創造科学技術制度(昭和56年度～) 15 3.4 1.7
(注)上場企業な しのプロジェク トは分析対象か ら除外 した。
1業種当りの上場企業数 については、単純平均によ り算出 した。
(3)研究開発分野 と業種の組合せ(技術融合)
各プ ロジェク トにおいて、参加企業が最 も多い業種をそのプロジェク トの主業種、
2番目に多い業種を従業種 とし、研究開発分野 と主業種、従業種の組合せについて
分析を行 った。
研究組合制度の各プ ロジェク トにおける主業種、従業種の組合せについて、研究
開発分野 と関連させてみると表3の ようになる。
また、近年創設 された基盤技術制度以下の各共同研究制度において、新素材、バ
イオ、エ レク トロニ クス等の研究開発分野 について、表3の 関係を中心 に様 々な業
種の組合せがみ られ る。例えば、新素材分野における造船、精密 ・他製造、バイオ
分野における建設、繊維、非鉄 ・金属、造船、エ レク トロニ クス分野における化学、
ガラス ・土石、鉄鋼などである。
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表3研 究組合制度における研究開発分野 と業種の組合せ
?
年 度 研究開発分野 業 種 の 組 合 せ
昭和
40年代
後半～
エ レク トロニ クス 電気(同業種)
メ カ トロニ クス 電 気(必ず主業 種 、従業 種 の どち らか)一 非 鉄 ・金
属 、機械 、造船 、 自動車 ・他 輸送 、精密 。他 製造
巨大 システム技術 鉄鋼 、非 鉄 ・金 属 、機械 、造 船、 自動車 ・他 輸送
昭和
50年代
後半～
新素材 繊維 、化学 、 ガ ラス ・土 石の組 合 せ
ガ ラス ・土 石、 非鉄 ・金属 一 電気(従業 種)
鉄鋼 、非鉄 。金属 の組 合 せ
バイオ 食品、化学、医薬 ・他化学の組合せ
食品、化学 一 電気(従業種)
(4)同業種の参加状況
各プロジェク トにおける同業種の参加状況については、主要企業が揃 って参加 し
ているプ ロジェク トと、主要企業のうち1社 で参加 しているプロジェク トとに区分
される(表4参照)。これは研究開発分野が本業 に関連す る分野 においては、主要企
業が揃 って参加 してお り、多角化に関連する分野 においては、主要企業の うち1社
で参加 しているプロジェク トが多いか らである。
表4各 業種 における主要企業(同業種)の参加状況別 プロジェク ト数
業 種 な し 1社 2社 3社 4社 5社 合計
繊 維(3社) 5 11 2 4 一 一 22
鉄 鋼(5社) 4 27 1 1 4 7 44
造 船(3社) 4 17 9 エ1 一 一 41
電 気(5社) 17 27 15 6 4 ユ5 84
3.推進体制等 と研究開発段階
研究組合制度の幾つかのプロジェク トについて ヒア リング調査を行 った。研究開
発場所に関 しては、共同研究所等1カ 所で行 うケースと各社持 ち帰 りによるケース
とに区分される。また参加企業の関係に関 しては、各社協力 ・分担 ・競争等が考え
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られ る。
研 究開 発段階 について 、外部 か らの ア クセ スの可 能 性 と関 連 させて検 討 して み る
と、 民間 企業等 に とって;基 礎 ～製 品化 の研究 開発 プ ロセ ス にお いて 、競争 に入 る
前 の(Pre-competitiveな)研究 か 、あ るいは競 争段 階の(C◎mpetitiveな)研究 かが 重
要 な要因 で ある と考 え られ る。
研 究開発 の推 進体 制等 と研究 開発 段階 との関 連 につ いて は、各社1カ 所 で 協力 し
て実 施 して いる研究 開発 につ いて は、Pre-competitiveな研究 で あ り、各 社分 担 ・
競 争 しっ っ持 ち帰 り実施 して い る研 究開発 にっ いて は 、Competitiveな研 究 と推定
で き る。 また本 来競 争相手 で あ る同業 種 に よる研 究 開発 につ いて は、異業 種 に比 べ
よ りPre-competitiveな研 究が 多 い と推定 で きる。
4.おわ りに
今 日科学技術上の国際摩擦の顕在化 とともに、 シンメ トリカルアクセスの確保(技
術革新 に必要 な知識 ・技術 ・情報 ・市場 ・資金等 に各国が相応にアクセスで きるこ
と)が重要な政策課題 として認識 されるよ うになって きたが、米国等の我が国に対
す る要求を整理すると以下のようになる。
〈米国等の我が国に対す る要求)
米 国/研 究開 発が 政府 主導 → 大学 で実施 → 各 国か らア クセ ス可能
日本/〃 民 間主 導 → 民 間の クローズ ド性 によ りア クセ スが 困難
我 が国 のPre-e◎Ptpetitiveな研 究 に対す るア クセ スの要 求
こ こで、米 国等 の主 張す るPre-c◎mpetitiveな研 究 の概念 は 、我 が 国 にお いて必
ず しも明確で な い。 したが って、 今後民 間企業 等 の共同 研究 に おけ る研 究開 発場 所 、
参加 企業 の関 係等 の要 因 と、研究 開発段 階 との関連 につ いて 、 よ り詳細 な調 査 ・分
析 に よ り明確 に して い くとと もに、 さ らに民 間企業 等 に よる共 同研 究以 外 に も適 合
した、我 が国 にお け るPre-competitiveな研究 の概 念の 体系 的整理 を図 って い くこ
とが 重要 で あ る。
担 当/第3調 査 研究 グルー プ
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4.その 他/OtherTopics
◎ 今後 の予定(講演)/Upcom㍍gEvents
9/29(金)午後2時～4時 「社会の変化(科学技術・文化等)が個人に及ぼす影響
一精神科医の 目で見た諸ケース」
野田 正彰(神 戸市外国語大学教授)
??
??
奪科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
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禽NationallnstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
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